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民事法研究会アモルフ
民事法研究会アモルフについて
藤岡康宏
　民事法研究会アモルフは1999年9月に発足した研究会であるが、2ケ月に1回
のぺ一スで開催され、本年5月で第17回目を迎えた。本誌に掲載させていただく
論稿は第17回定例研究会で報告された都筑満雄会員（博士後期課程2年）による
判例研究である。
　アモルフは早稲田大学に基盤をおいた研究会であるが、助手、院生など若い人
を中心とした研究会で教員がそれを支援する、そういう修練と親睦をかねた場を
早稲田に設けたい、という趣旨から誕生したものである。早稲田から既に巣立っ
ている人にとっては、いつでも戻れるふるさとのような研究会にしたい、という
願いもある。本研究会は民事法の研究会であり、特に民法に限定されているわけ
ではない。隣接分野との協働なしには研究そのものが成り立ちえなくなりつつあ
る状況にかんがみ、広く民事法研究会としたのであるが、会員の研究報告を中心
に、判例研究、書評、比較法の動向など取り上げるテーマは原則として自由であ
り、なによりも自由闊達な議論が期待されているのである。
　物理学でよく使われることばにアモルファスというのがある。これはもともと
は不定形ないし無定形の物質を意味するギリシャ語であるが、アモルフはこのア
モルファスを短縮したものである。研究会はやり方次第でどのようにも発展しう
る、いわば無限の可能性を示すものとしてアモルフが選ばれたわけである。研究
会がどのような形に創り上げられるかはひとえに会員諸兄の考え方にかかってい
るのであり、会員諸兄とともにその行く末を見守ることを楽しみにしたい。
　ロースクールの登場は、わが国の法学教育の現状を一変させるだけでなく、法
学研究のあり方にも大きな影響を及ぼすことであろう。しかし、不易流行という
こともある。法学的遺産をどのように継承し、どのようにして時代に適合させ、
あたらしい力を与えることができるのか。こういう未曾有の環境にあってわれわ
れが考えねばならないことはたくさんある。そういうことも視野に入れながら、
アモルフがゆくゆくは豊穣な大樹に育つことを願ってやまない。
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預託金会員制ゴルフクラブに入会するために支払うべき預託
金についてなされた申込者とクレジット会社との間のクレジ
ット契約においてゴルフ場の開場遅延が同契約に規定する支
払拒絶の事由に該当しないとされた事例
（平成13年11月22日最高裁第一小法廷判決、平成10年（オ）第774号求償金
請求事件、金商1130号6頁）
都筑満雄
　〈事案の概要〉
　被上告人Yが訴外預託金会員制ゴルフタラブ運営会社Aから未開場のゴルフ
場の会員権を購入し、遅くとも平成2年3月ころまでにゴルフタラブの入会契約
が成立した。その際Yはクレジット会社である上告人Xとクレジット契約を締
結している。同契約は、会員権代金1300万円をXが保証し、XがAに代位弁済
し、Yが求償金をXに分割支払いするというものであった。これにもとづいて
XはAに代位弁済を行い、YもXに約2年半にわたり分割支払いを行ってい
た。しかしその後、いわゆるバブル経済の崩壊によりAの経営が破綻、平成6
年12月2日には更生手続開始決定がなされるに至り、本件ゴルフ場は、平成4年
度完成予定であったにもかかわらず、平成4年3月に建設工事が中止され、原審
口頭弁論終結時においても工事の再開はなく、完成のめどが立っていない状況に
ある。本件はYが平成4年9月以降分割金の弁済を行っていなかったため、以
降の弁済を求めてXが提起した求償金請求訴訟である。
　Xの請求に対し、Yは以下のような抗弁をもってこれを争った。すなわち、X
作成の定型のゴルフ会員権クレジット契約書10条（1）（以下特約とする〉によれば、
支払停止の事由として、「①商品の引渡しがなされないこと、②商品に破損、汚
損、故障その他の報疵があること、③その他商品の販売について、販売会社に生
じている事由があること」との記載があり、ゴルフ場の開場の遅れは、ゴルフ場
の利用ができないという点で上記各事由に該当すると。
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　＜一審東京地裁平成8年11月28日判決金法1490号70頁＞
　一審判決は以下のようにXの請求を認容した。まず特約①②の事由に開場の
遅延が該当しないとした上で、次に③の事由についても、XY間のクレジット契
約締結当時Aの経営は順調で、その後のバブル経済の崩壊によって経営に破綻
をきたしたのであるから、開場が遅延しその見込みが立っていないとしても、か
かる事情は契約締結当時Xには予測が困難であり、③の事由に該当するもので
あると解することはできないとした。
　〈二審東京高裁平成9年12月10日判決判時1640号127頁＞
　これに対し控訴審判決は、Yの控訴をいれ、一審判決を取消し、Xの請求を
棄却した。特約①②については該当しないとしたのに対し、③については、①②
を受けこれを補完する形で設けられた定めであり、①②に準ずる事由を広く支払
停止の事由とする表現となっており、これを商品販売の時に存在していた事由に
限る趣旨はうかがえないとし、その上で、ゴルフ場経営会社Aの未開場のゴル
フ場の会員権の販売については、単にその購入者に会員権を取得させれば足りる
のではなく、予定の時期またはそれからそれほど遠くない時期に完成させ購入者
に利用させることが会員権販売契約の内容となっているものと解するのが相当で
あり、Aは本件売買契約について債務不履行状態にあり、Yによりいつ解除さ
れてもやむをえない状況にあるから、このような状況は特約③の事由に該当する
としたのである。
　〈判　旨〉
　破棄自判。
　本件クレジット契約と入会契約が、経済的、実質的に密接な関係にあることは
否定しえないとしても、両者は別個の法律関係であるから、入会契約上生じてい
る事由をもって当然にはXに対抗することができないとして、本件クレジット
契約に割賦販売法（平成11年法律第34号による改正前のもの）（以下法とする）30条
の4第1項の規定が適用されないことは明らかであるとした。
　しかし、本件クレジット契約に使用された定型の契約書は、商品名の欄の「ゴ
ルフ会員権」との記載や会員権販売会社とゴルフ場経営会社が別主体であること
を前提とする規定から、「申込者が販売会社からゴルフ会員権を購入する場合に
用いられることを予定して作成されたものと解」し、その裏面の特約の規定が、
「昭和59年11月26日付通商産業省産業政策局消費経済課長通達「昭和59年改正割
賦販売法に基づく標準約款およびモデル書面について」に添付された「個品割賦
購入あっせん標準約款」11条（1）と同内容の規定であることを勘案」して、「ゴル
フ会員権の販売について、同法30条の4第1項に準じた効果を認める特約として
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の意義を有していた」と解した。
　そして、特約③の事由は、「ゴルフ会員権の販売について、仮に販売会社が申
込者に代金支払いを請求してきたとすれば、売買契約に関して代金の支払いを拒
むことができる事由に限定され、申込者が販売会社に対して主張できない事由ま
で、クレジット会社に主張できることを認めたものと解することができないか
ら、申込者が販売会社からゴルフ会員権を取得した後に当該ゴルフ場の経営会社
に生じた債務不履行は上記規定にいう支払拒絶の事由とならないと解するのが、
当事者の合理的意思に合致するというべきである」とした。
　その上で、本件におけるゴルフ場経営会社と申込者との間の法律関係は預託金
会員制ゴルフタラブの入会契約であるから、本件タレジット契約書記載の約定の
解釈は、入会契約が売買契約ではないことを勘案しっつ、前記売買の場合の意思
解釈に準じて、当事者の合理的な意思を探求すると、特約③の事由は、「仮にゴ
ルフ場経営会社が申込者に預託金等の支払いを請求してきたとすれば、当該ゴル
フ場経営会社に対し預託金等の支払を拒むことができる事由に限定されるのであ
って、申込者が当該ゴルフ場経営会社に預託金等を支払って入会した後に当該ゴ
ルフ場経営会社に生じた債務不履行は支払拒絶の事由とならないと解するのが、
当事者の合理的意思に合致して相当というべきである」として、本件ゴルフ場の
開場遅延は、Aの債務不履行であるといえるものの、特約③の支払拒絶事由に
該当しないと判断した。
　〈裁判官深澤武久の反対意見＞
　「本件クレジット契約は、・・…・経営会社と販売会社の地位を兼ねるAに支払
う預託金につき、Xが、クレジット契約によって預託金相当額の信用を供与す
るに際し、割賦販売法30条の4第1項と同趣旨に解される、ゴルフ場経営会社と
顧客との間の抗弁権の接続を認める特約をしたものである。」とした。
　そして「割賦販売法30条の4は、販売会社と信用供与会社が分離したため販売
会社に主張できた抗弁が信用供与会社に主張できないという顧客に生じる不利益
を回避するために一定の要件のもとに抗弁の接続を認めたもので、顧客が自社割
賦であれば販売会社に主張できた事由を信用供与会社に主張できる……とするも
のであり、前記特約はこれと同旨の効力を有するものである」。Aのゴルフ場の
開揚は絶望的となっているのであるから、YはAの自社割賦によって預託金を
支払う契約を締結していたならば、Aの負っている契約締結後相当の期間内に
ゴルフ場施設を完成し，利用可能な状態にしたうえ、これを会員の利用に供すべ
き債務の不履行を理由に割賦金の支払を拒絶できることになる。この支払拒絶の
抗弁は特約③によってXにも主張できると解すべきであるとした。
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　〈評釈〉
　一前提状況
　本判決の評釈に入る前に本件で問題となっている割賦販売法30条の4に規定の
ある抗弁の接続条項について今日までの立法・判例・学説の状況を簡単にまとめ
ておく。
　昭和59年度の割賦販売法の改正（以下59年改正とする）によって、割賦購入あ
っせんについて抗弁の接続を認める30条の4が新設されるまで、抗弁の接続を認
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）めるべきか否かについて裁判例は分かれていたが、学説は抗弁の接続を認める点
　　　　　　　（2〉でほぼ一致していた。
　その後59年改正により30条の4が新設され、抗弁の接続が立法により認められ
　　　　　　　　　（3）ることになったのである。しかし同規定によれば、売主に対して買主が主張でき
る事由は売買契約の無効、取消、解除等幅広いが、その効果は支払拒絶権にすぎ
ず、また適用される取引は指定商品に関する割賦購入あっせんに限定されていた
ので、適用対象と効果の点で従前の裁判例・学説に比して後退がみられるもので
　　（4）あった。そこで本条が民法の一般理論として抗弁の接続を認めうることを前提に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）した確認的規定であるのか、それとも立法担当者のように右規定を債権関係の相
対性の原則に対する重大な例外規定と位置づけて、これを創設的規定であるとす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6〉るのかが問題となる。前者の立場よりすれば右規定の適用のない場合に、規定の
（1）　59年改正までの判例の展開については、蓑輪靖博「買主と信用供与者の法的関係につい
て（1）」タレ研（10〉110頁以下、執行秀幸「判批」判例リマ1991（下）73頁以下、石川正美「割
賦購入あっせん等に関する裁判例の検討（3）（4×5）（6）」NBL294号34頁以下、296号40頁以下、
297号37頁以下、298号37頁以下などを参照。
（2）学説については、蓑輪・前掲注（1）119頁以下、執行・前掲注（1）74頁以下、宮本健蔵
「クレジット契約と民法理論」明学65号84頁以下、福永有利・千葉恵美子「個品割賦購入あ
っせんと倒産法（上）」判タ522号23頁以下、千葉恵美子「割賦販売法上の抗弁接続規定と民
法」民商93巻臨増2号284頁以下、特に既払金の返還請求権の可否について同「第三者与信
型契約消費者信用取引と契約関係の清算（上）」北法39巻5号一6号175頁以下、神作裕之
「割賦購入あっせんにおける抗弁権の接続と既払金の返還」クレ研23号80頁以下等を参照。
（3）　同法改正については、通商産業省産業政策局消費経済課編『昭和五十九年改正による最
新割賦販売法の解説』（社）日本タレジット産業協会（1986）189頁以下、蓑輪・前掲注（1）126
頁以下、山田誠一「「複合契約取引」についての覚書（1）」NBL485号36頁以下、竹内昭夫編
『改正割賦販売法』（商事法務研究会昭和60年）10頁以下等を参照。
（4）　なお立法過程における消費者信用産業懇談会報告には「判例、学説等の動向をふまえ」
て検討すべきであるとの記述がある。
（5）　「消費者保護という社会的要請から私法上の重大な特則としておかれ」田中秀明「割賦
販売法改正と抗弁の接続」金法1083号21頁や「消費者保護上の特例措置」成田公明「「割賦
販売法の一部を改正する政令」について」ジュリ826号53頁など。
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類推適用により、あるいは契約の解釈により、買主に履行拒絶権を認める可能性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）が生じ、また既払金の返還請求権の可能性も見えてくる。
　その後最三判平成2年2月20日判時1354号76頁により、判例が後者の立場を採
用することが明確にされた。この判決は法30条の4の適用のない法改正前の個品
割賦購入あっせん取引に関する事案について、同規定を法が購入者保護の観点か
ら抗弁の対抗を新たに認めたものに他ならないとし、あっせん業者の履行請求を
拒むことができる場合を、立替払契約においてあっせん業者の履行請求を拒み得
る旨の特別の合意があるとき、または右不履行の結果をあっせん業者に帰せしめ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）るのを信義則上相当とする特段の事情があるときに限定した。これにより抗弁の
切断が原則となり、同条の適用のない取引が利用された場合や指定商品外の商
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）品・役務が客体となった場合などに抗弁の接続を認めるのが困難となった。
　ところが平成11年4月23日に公布された「訪問販売等に関する法律及び割賦販
売法の一部を改正する法律」（平成11年10月22日施行）（以下平成11年改正とする）に
より、指定商品のほかに指定権利役務が追加され（2条4項ほか）、抗弁接続規定
がローン提携販売に準用されることになり（法29条の4）、59年改正以後の主要な
　　　　　　　　　　　　　　　　（10）論点が立法的な解決をみることとなった。さらに平成12年12月13日に公布された
（6）例えばローン提携販売と抗弁の接続の問題について、判例学説を検討するものに本田純
一『契約規範の成立と範囲』（一粒社1999年）154頁以下や同「提携型の不動産ローンと抗弁
の対抗等」高島先生古稀記念『民法学の新たな展開』（成文堂平成5年）369頁以下、半田吉
信「ローン提携販売と抗弁権の切断条項（上）（下）」判タ724号48頁以下、725号15頁以下がある。
（7）確認的規定であるとする見解に、千葉・前掲注（2）284頁以下や蓑輪靖博「買主と信用供
与者の法的関係について（2）」クレ研11号189頁以下などがある。
（8）本判決の評釈として、千葉恵美子「判比」民商103巻6号124頁以下や同「判比」判セ
90．24頁、長尾治助「判比」ジュリ973号46頁以下、宮川博史「判比」判タ762号82頁以下、
吉川栄一「判比」商法［総則・商行為］判例百選〈第3版〉別冊ジュリ124頁以下、本田純
一「判批」法セ435号114頁、篠原勝美「判批」ジュリ964号73頁以下、執行・前掲注（1）73頁
以下、山下友信「判批」ジュリ1038号154頁以下や石川正美「クレジット取引に関する最高
裁判決の問題点（上）（中）」NBL468号10頁以下、470号54頁以下、同「抗弁の接続を否定し
た最高裁判決の周辺事例（上）（中）（下）」NBL513号23頁以下、514号44頁以下、515号37頁以
下等を参照。
　なお59年改正による30条の4新設から平成2年最判に至るまでの裁判例については蓑輪・
前掲注（7）189頁以下参照。
（9）　平成2年最判後の裁判例の状況については、蓑輪靖博「判例から見た抗弁規定の課題と
展望（1）（2）」クレ研21号214頁以下、タレ研22号149頁以下、長尾治助「提携金融機関の共同
責任」『レンダー・ライアビリティ』（悠々社1996年）124頁以下、本田純一「「抗弁対抗理
論」をめぐる最近の動向と法的諸問題」クレ研21号74頁以下等を参照。
（10）　同改正については、加藤康之・小泉秀親「改正訪問販売法及び改正割賦販売法の概要
（1）（2）（3）（4）」NBL667号17頁以下、668号24頁以下、669号26頁以下、671号41頁以下、森
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「割賦販売法施行令の一部を改正する政令」（平成13年1月1日施行）において、
指定権利として「保養のための施設又はスポーツ施設を利用する権利」が、また
指定役務として「保養のための施設又はスポーツ施設を利用させること」が追加
され、ゴルフ会員権は「指定権利」として割賦販売法の適用を受けることになっ
た。そしてこれ以降ゴルフ会員を対象とする割賦購入あっせん取引やローン提携
販売取引にも抗弁の接続が認められることになった。
　しかし本判決判旨にもあるように、本件は平成11年改正前の事案であるため、
平成11年改正割賦販売法の適用を受けない。このことを前提に以下では本判決の
評釈を進めることとする。
　二従前の裁判例
　上述のように本件は割賦販売法平成11年改正前の事案であるので、本件に同改
正法の適用はなく、したがって平成2年最判に従えば、指定商品でないため法30
条の4第1項の適用のない本件では、あっせん業者と購入者との間に抗弁を接続
する特約がある場合、または信義則上の特段の事由が存する場合でなければ抗弁
の接続は認められない。
　未開場のゴルフ場の会員権販売について与信者に対する抗弁の接続が問題とな
った事案のうち特約がなかった場合には、支払拒絶の抗弁はまず認められていな
　　　　（11）いようである。
　これに対し本件は特約が存在する場合であり、まさに支払停止の事由にあたる
かという特約の解釈が問題となった事案である。ところで本件特約の規定は昭和
59年11月26日付通商産業省政策局消費経済課長通達「昭和59年改正割賦販売法に
基づく標準約款及びモデル書面について」に添付された「個品割賦購入あっせん
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ標準約款」11条（1）と同内容の規定である。その文言にあるように、この特約条項
は商品の売買契約に関するものであり、もともと顧客が一般のゴルフ会員権販売
会社から既に市場に流通しているゴルフ会員権を購入する場合を前提にしてい
島昭夫ほか「消費者信用法制の今後」クレ研23号6頁以下、尾島秀樹「訪問販売法・割賦販
売法改正に残された課題・覚書」クレ研23号102頁以下、通商産業省政策局取引信用課編
『割賦販売法の解説』日本タレジット産業協会（2000）20頁以下、29頁以下、197頁以下等を
参照。
（11）　東京地裁平成6年11月14日判時1555号134頁、東京高裁平成10年8月25日金法1532号74
頁、東京地裁平成11年1月29日金法1574号56頁がある。その他未公刊のものも含めて、いず
れも購入者の支払拒絶の主張を退けているようである。この点については山本豊「預託金会
員制ゴルフクラブにおける会員権ローンと未開場の抗弁（上）」銀行法務21．568号16頁以下参
照。
（12）　同標準約款については、通商産業省産業政策局消費経済課編・前掲注（3）547頁以下参
照。
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た。しかしXがこのような契約書を顧客がゴルフ場経営会社から新規ゴルフ会
員権を直接取得する本件の入会契約にそのまま流用したため、入会契約締結後の
Aの債務不履行がXに対する支払拒絶事由となるのかが問題となったのである。
この特約の予定していた契約類型と実際に適用される契約類型とのずれが事案の
最大の特徴をなしている。本件は、X社を原告、会員を被告とする多数提起さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）れた同様の訴訟の一つであって、初の最高裁判決である。
　今回の一連の訴訟についての裁判例は現在までに公刊未公刊をあわせて20件を
超え、うち公刊されたものは参照しえた限りで本件一審二審を含め9件ある。す
なわち、①東京地裁平成8年11月28日金法1490号70頁（本件一審）（否定）②東京
地裁平成9年7月30日判タ961号197頁（肯定）③東京地裁平成9年11月11日金商
1064号32頁（否定）④東京高裁平成9年12月10日金商1054号19頁（本件二審）
　（14）
（肯定）⑤東京高裁平成10年11月19日金商1064号28頁（③の控訴審）（否定）⑥東京
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユの高裁平成11年6月1日金商1070号3頁（否定〉⑦東京地裁平成11年8月27日判タ
1027号175頁（否定）⑧東京地裁平成11年9月3日判時1716号69頁（否定）⑨東京
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）高裁平成12年2月28日判時1716号（⑧の控訴審）（否定）である。以上のうち把握
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）（18）している限りで、総計で肯定例が4件、否定例が18件ある。
　特約①②にもとづく支払拒絶の主張については、諸判決一致してこれを退けて
いる。また本判決判旨および反対意見も特約③のみ扱っている。まず特約①につ
いて、ほとんどの判決は、「商品」とは入会契約上の地位であるから、被告はす
でに入会契約上の地位を取得して「商品の引渡し」を受けているとして、特約①
にもとづく支払拒絶を否定する。次に特約②についても、ほとんどの判決は、
「商品の職疵」とは入会契約上の地位の取得時を基準とした原始的理疵を意味す
（13）以上の事案の背景について、今泉純一「判比」金商別冊『ゴルフ法判例72』149頁、山
本・前掲注（11）17頁以下参照。
　なお入会契約においてこのような特約条項がもちいられているのはX社のケースに限ら
れるようである。
（14）賛成評釈に山本豊「判批」判タ988号41頁以下が、反対評釈に野口恵三「判批」
NBL649号72頁以下がある。
（15）評釈に今泉・前掲注（13）148頁以下がある。
（16）評釈に渡辺達徳「判批」判評506号21頁以下がある。
（17）　なお山本・前掲注（11）18頁以下に公刊未公刊を含めた1999年次までの裁判例の一覧があ
る。
（18）　これらの論拠の検討は山本豊「預託金会員制ゴルフクラブにおける会員権ローンと未開
場の抗弁（上）（下）」銀行法務21．568号16頁以下、569号41頁以下及び山野目章夫「特約によ
る抗弁接続」金融商事判例別冊『ゴルフ場倒産と金融機関の対応』122頁以下において詳細
になされている。
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るから、開場の遅延は後発的なものであって「毅疵」にはあたらないとして、特
約②にもとづく支払拒絶を否定する。そこで以下においては諸判決の態度が別れ
主要な争点となっている特約③について検討する。
　否定裁判例の論拠として、まず、特約③に規定する「商品の販売について、販
売会社に生じている事由」とは、販売会社が代金の支払いを請求してきたとすれ
ばその支払いの拒絶を正当化できる事由に限定されるとの前提のもとに、ゴルフ
場の会員契約とは会員権購入者による預託保証金と入会金の支払いによって初め
て入会契約が成立し会員としての地位を取得しその地位にもとづいて年会費支払
い債務や役務の提供を受ける権利、預託金返還債権等の債権債務関係が発生する
　　　　（19）ものであるから、経営会社による入会契約後の債務不履行はこれに対し先履行の
関係にある預託金の支払拒絶事由とはならないという先履行の論拠がある。この
論拠は最も多くの否定裁判例が採用し（⑤⑧⑨）、本最判の判旨の結論部分の表
現もこれに近い。これに対しては、販売会社との自社割賦の場合において開場の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の大幅遅延の場合にもなお支払を続けなければならないとは考えられない、法30条
の4には消費者が給付の対価を先履行すべき義務を負う場合を除外する特別の限
　　　（21）定はない、役務や権利を目的とする契約では消費者が前払いする場合が少なくな
　　　　　　　（22）い等の批判がある。
　次に、本件特約の解釈は、法30条の4の解釈に準じてするのが相当であるか
ら、Yが特約にもとづいてXに主張できる支払停止の抗弁は、YがAに対して
主張しえた支払停止の効力をもつ抗弁、すなわち同時履行の抗弁、あるいは契約
の無効、取消または解除による対価支払義務の消滅の抗弁でなければならないと
して、本件においては、Aが会社更生手続の開始決定を受けたことからYの個
別的権利の行使が禁じられ、同時履行の抗弁権も解除権も行使できないことか
ら、YはXに対し抗弁接続による支払停止の抗弁を主張できないという棚上げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）の論拠がある（⑥、なお⑦もこれに触れる）。これに対しては、購入者等がクレジ
ット会社に対して抗弁を対抗するためには、販売会社等に対する「事由」が発生
（19）預託金会員制ゴルフクラブの入会契約については、服部弘志『ゴルフ会員権の理論と実
務』（商事法務研究会平成2年）73頁以下参照。
（20）　山本・前掲注（14）44頁。
（21）　山本・前掲注（18）（下）43頁。
（22）　山本・前掲注（18）44頁。
（23）販売会社が倒産した場合の抗弁の接続に関する論稿として、福永有利・千葉恵美子「個
　品割賦購入あっせんと倒産法（下）」判タ529号48頁以下、雨宮眞也「割賦購入あっせん取引
　において加盟店が破産宣告を受けた場合のクレジット会社の消費者に対する法律上の責任」
　クレ研22号39頁以下参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）したことをもって足り、法30条の4の立法趣旨からも当該事由にもとづく具体的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）（26）な権利行使をするという要件を付加する必要はないとの反論がある。
　肯定説の論拠のうち次のものが代表的である。すなわち、ゴルフ場の経営主体
が未開場のゴルフ場の会員権を販売する場合には、単に会員権を取得させるだけ
でなくゴルフ場を相当な期間に開場し利用させることまで売員契約の内容となっ
ているから、相当な期間の開場の遅延は債務不履行となり、このような事情は特
約③の事由に該当するというものである（②④）。これに対しては、信販会社に
対抗するための事由は経営会社に対抗するための事由でなければならず、開場し
利用させる債務に対し預託金支払債務等は先履行の関係にあるからその不履行を
もって支払を拒絶することはできないといった批判が挙げられる。
　　　　　　　　　　　　（27〉　三　判旨および反対意見の検討
　（1）まず本件でAが本当に債務不履行に陥っていたのかが検討されなければ
ならない。ゴルフ場経営会社Aと顧客Yの入会契約の締結によってYは会員と
しての地位を取得し、その地位にもとづいてYのAから役務の提供を受ける権
利及び預託金返還請求権が発生することになる。そしてAは役務提供の前提と
なる開場義務を負うのである。
　ところで預託金会員制のゴルフタラブの入会においては、開場の時期は募集用
パンフレットや新聞雑誌等の広告の中に明示される。多額の金銭を支払って会員
権を購入する者にとってこの開場の時期は、利用権を現実に行使するについて
も、また会員権の譲渡による投下資本の回収についても、重大な関心事である。
したがって通常予想しうる時期から大幅に遅れた場合にまで会員を契約に拘束す
ることは相当ではない。しかしゴルフ場の建設には広大な土地を取得し、開発許
可を関係官庁より得ることが必要であるのみならず、工事に入ってからも不測の
事態に遭遇することもままあるため、予定の開場時期が遅延することも少なく
（24）　通商産業省産業政策局消費経済課編・前掲注（3）192頁以下は、損害賠償請求権を例にと
って、「かかる請求権を有することをもって」割賦購入あっせん業者の請求を拒むことがで
きるとしている。
（25）渡辺・前掲注（16）178頁以下参照。
（26）以上の論拠の他に「販売について」を販売に際してまたは販売の時点に近接してと解
し、「販売会社に対して生じている事由」とは会貝権取得時のことを問題にし、開場が不可
能になったのは特約の想定していない時点での事情の変化によるものであるとの文理解釈の
論拠がある（①③⑦）。
　またこれらの論拠に付加する形で後掲の実質的論拠を挙げる裁判例も多い（③⑤⑦⑧⑨）。
（27）既に本判決について言及するものに、潮見佳男『契約各論1』（信山社2002年〉367頁、
同「判批」銀行法務21．600号4頁以下、宇田一明「判批」札幌学院法学18巻2号97頁以下、
田高寛高「判批」法セ567号109頁がある。
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　（28）
ない。したがってパンフレット等において明示された時期を少々経過しただけで
履行遅滞による解除を会員に認めるのも相当ではない。ゴルフ場の開場義務につ
いてどの時点を履行期とするかは、右のような考量のもとに多くの裁判例におい
　　　　　　　　　　（29〉て争われてきた問題である。
　平成6年以前において、裁判例は、ゴルフ場の建設に伴う諸事情に照らして社
会通念上許容される範囲の開場の遅延についてゴルフ場は責めを負わないとしつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）つも、比較的多くの事案において会員による解除を認めてきた。遅延の程度につ
き2年程度とする基準が出来上がったのもこの時期である。
　しかしその後バブル崩壊後の経済情勢の悪化が背景となって、ゴルフ場建設が
頓挫するケースが増加し、加えて会員権価格の低迷により、開場の遅延を口実に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）入会契約を解除して預託金の返還を求めるケースも現れるという事情のもと、会
員による解除の請求を否定する裁判例が相次ぐ。こうした中で最判平成9年10月
14日判時1621号86頁は、予定から開場までが3年半に及ぶ事案において、履行期
はいわば不確定期限というべきもので、予定から3年後の解除の意思表示の時点
においては、履行がなされることがほぼ確実に見込まれるまでになっていた等の
事実に照らし、同時点において開場義務の履行期が既に到来していたものとする
ことはできないとした。本判決によれば、この見込みの有無によって不確定期限
　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）の到来の有無の判断が分かれうることになる。
　以上を踏まえて本判決を検討すると、原審は、経営会社Aが既に債務不履行
の状態にあるとし、本判決もこの開場遅延が債務不履行であることを認めてお
り、ゴルフ場開場の見込みがほとんどなかったことがその判断の基底にあったも
のと思われる。ところで本件において会員YのXに対する支払の停止は平成4
年9月より始まっている。するとその時点においてAY間に「事由」、つまりA
の債務不履行が生じていることが必要となる。Xに対する支払いを拒絶するた
めには、接続される抗弁が生じていること、つまり開場義務の履行期が既に到来
してAに履行遅滞が生じていることが前提になるからである。通常ゴルフ場は
（28）服部・前掲注（19）211頁以下参照。
（29）近時までの裁判例の動向については、渡辺達徳「履行遅滞解除の要件再構成に関する一
考察」法学新報105巻8・9号412頁以下参照。
（30）　たとえば、大阪高裁昭和61年5月29日判時1208号87頁（同判決に触れるものに、松本恒
雄「ゴルフタラブの会員契約と預託金」法セ461号70頁以下）、東京地裁平成5年6月24日判
時1491号113頁（評釈として、浦川道太郎「判批」別冊ジュリ消費者取引判例百選80頁以下）、
東京地裁平成5年8月10日判タ865号236頁（評釈として、濱口浩「判批」判タ913号平成7
年度主要民事判例解説68頁以下、野村豊弘「判批」判タ878号民法判例レビュー242頁以下）。
（31）後掲最判平成9年10月14日判時1621号86頁に付された匿名コメント参照。
（32）渡辺・前掲注（29）63頁以下は、これを決定的な基準であるとする。
254　早法78巻1号（2002）
完成から開場まである程度の時間を要するものであるが、本件において「完成」
予定は平成4年とされている。したがってこの時点でAの開場義務が既に履行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ遅滞にあったとすることは相当微妙ではなかったのか。Aの開場義務の履行遅
滞による債務不履行を認めることに問題があるとするならば、同時点においてす
でにゴルフ場の開場の見込みがまったくなく、Aの開場義務がすでに履行不能
になっていたことをもって、Aの債務不履行を認定するしかなかったのではな
いか。しかしはたして同時点で開場義務の履行不能を認定することができたの
か。開場義務の債務不履行の認定につき疑問の余地があるといえそうである。
　（2）以上のように判旨は、Aのゴルフ場を開場しないことがYに対する債務
不履行をなすとしたのであるが、問題となったのは、このAの債務不履行が特
約記載の支払拒絶事由にあたるかという点である。結論として判旨はこれを否定
し、反対意見はこれを肯定した。では両者を分かったのは何であったのか？
　判旨を分析するに、本判決は以下のようにAの債務不履行が右事由に該当す
ることを否定した。すなわち、もともと本件契約書は、会員権販売会社と経営会
社とが別主体であることを前提にして、販売会社からのゴルフ会員権の購入を予
定して作成されたものである。ゆえに特約の事由とは、「ゴルフ会員権の販売に
ついて、仮に販売会社が申込者に代金支払を請求してきたとすれば、売買契約に
関して代金の支払を拒むことができる事由に限定され、申込者が販売会社に対し
て主張できない事由まで、タレジット会社に主張できることを認めたものと解す
ることができないから、申込者が販売会社からゴルフ会員権を取得した後に当該
ゴルフ場の経営会社に生じた債務不履行は上記規定にいう支払拒絶の事由となら
ないと解するのが、当事者の合理的意思に合致するというべきである」とする。
しかし本件でXY間のタレジット契約が融資をしたのはAY間の入会契約であ
って販売契約ではない。そこで判旨は、先に販売契約を前提に得られた支払拒絶
事由に関する当事者の合理的な意思に準じて、本件入会契約における支払拒絶事
由についての当事者の合理的意思を探求するのが相当であるとして、特約の事由
は、「仮にAが申込者に預託金等の支払を請求してきたとすれば、Aに対し預託
金等の支払を拒むことができる事由に限定されるのであって、申込者がAに預
託金等を支払って入会した後にAに生じた債務不履行は支払拒絶事由にならな
いと解するのが、当事者の合理的意思に合致して相当というべきである」とし
た。
　判旨のこの部分だけを見れば、本判決が抗弁の接続を否定する裁判例の多くが
採用した先履行の論拠を採用したかに見えるが、本判決が抗弁の接続を否定した
（33）渡辺達徳「ゴルフ会員権売買とクレジット契約」クレ研21号248頁同旨。
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のは、特約が販売契約を前提に作成されたことから、特約の事由を販売契約にお
いてAに主張しうる事由であると解釈し、これを本件入会契約に引きなおした
からであり、入会契約を前提にして特約を解釈し、先履行の論拠を採用したから
ではない。販売会社から既に流通している会員権を購入した場合であったのな
ら、販売業者の債務は会員権の譲渡に尽き、その後の会員としての地位にもとづ
く会員の権利の実現（本件では開場義務の履行）は経営会社の義務の範疇であるか
ら、取得後に生じたゴルフ場経営会社の債務不履行は、販売会社に対する支払拒
絶事由とはならない。したがって右事由はクレジット会社に対しても、賦払金の
支払を拒絶できる事由とはならない。このように判旨は、販売契約を前提に抗弁
接続の特約にあたる事由を解し、これを本件入会契約に適用したのであり、これ
によって右事由は会員たる地位を付与しないなどの会員たる地位の取得について
のAの債務不履行に限定され、右地位にもとづく役務の提供についてのAの債
務不履行はこれに含まれないこととなったのである。
　これに対し、反対意見は以下のようにAの債務不履行が特約の事由に該当す
ることを肯定したものと思われる。すなわち、本件クレジット契約は、Yがゴ
ルフクラプに入会するため経営会社と販売会社の地位を兼ねるAに支払う預託
金につき、これに相当する信用を供与するものであり、右契約においてAとY
との問の抗弁の接続を認める法30条の4第1項と同趣旨に解される特約が置かれ
ていた。同規定は割賦購入あっせん取引において顧客を自社割賦におけるのと同
じ立場におくことをその趣旨とするものであり、同特約は同旨の効力を有する。
本件において、「Yは自社割賦によって預託金を支払う契約を締結していたなら
ば、Yの債務不履行を理由に割賦金の支払を拒絶できることになる」から、Y
の支払拒絶の抗弁は特約によりXにも主張できると。
　このように反対意見は、特約賦AY間の入会契約のAの預託金の支払に信
用を供与するためのクレジット契約において、AY間の抗弁の接続を認めるため
におかれたものであることを認定して、本件特約を入会契約を前提に解釈し、支
払拒絶事由に、入会契約後の会員たる地位にもとづく役務の提供を受けることの
前提をなすAの開場義務の不履行が該当するとしたものである。入会契約にあ
ってはAの債務は会員の地位の付与に尽きるものではなく、ゴルフ場を開場し
会員の利用に供するという継続的な役務を提供する義務をも包含している。した
がって本件開場義務の不履行はAの会員Yに対する債務不履行を構成する。そ
して法30条の4は自社割賦であれば販売会社に主張できる事由を信用供与会社に
主張できるようにする規定であり、本件特約はこれと同旨の効力を有する。した
がってAY間の契約について、預託金の支払が自社割賦によっていたとしたら、
当然YはAの債務不履行を理由に割賦金の支払を拒絶できることになる。反対
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）意見はこのように本件においてYのXに対する抗弁の接続を認めたのである。
　結局、本判決によって明らかにされた、抗弁の接続によって自社割賦以上の利
益を購入者が享受するわけではないという法30条の4の趣旨を、自社割賦と同じ
立場に顧客をおくことにあると裏面から表したのが本件反対意見である。とする
ならば両者の結論の違いは、法30条の4の「主張しうる事由」の解釈の次元に由
来するのではなく、本件クレジット契約の解釈の次元、すなわち本件特約が、
「ゴルフ会員権の販売について、法30条の4第1項に準じた効果を認める特約と
しての意義を有していた」と解するか、「法30条の4第1項と同趣旨に解される、
ゴルフ場経営会社と顧客との間の抗弁権の接続を認める」ものであったと解する
かという、Xの作成した約款の解釈に由来するものと思われる。
　（3）ところで本件特約は約款の一部をなすことから、本件で問題になっている
のはまさにこの約款の解釈であり、特約の解釈は約款解釈の一連の原則に則って
なされねばならないことになる。本件との関係で問題になるのが約款解釈の第一
の原則である客観的解釈の原則である。これによれば約款の解釈は、客観的に表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）現された約款文言のみを解釈対象としなければならないとされ、顧客圏の合理的
平均人の理解可能性を基準にし、約款の文言に企業が与えた特別の意味等も顧客
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）圏に合理的に理解される時にのみ、当該意味に解釈されることになる。
　ではこの点から本件約款はどのように解釈されるべきか。本件特約の「その他
商品の販売について、販売会社に生じている事由があること」との文言を、商品
名の欄の「ゴルフ会員権」との記載や販売会社と経営会社が別主体であることを
前提とする規定をあわせてみれば、申込者が販売会社からゴルフ会員権を購入す
る場合に用いられることを予定して作成されたものであるとの本件判旨の認定
は、その会員権の顧客圏の合理的平均人の理解可能性を基準として客観的に表現
された文言のみを解釈対象とする同原則に反するものとはいえないであろう。し
かし問題はこのようにもともとはタレジット会社がゴルフ会員権の販売を予定し
て作成した本件特約が、これとは異質の入会契約に流用された点である。本件ク
（34）　これには、本件で問題となっているようなゴルフ場の入会契約では預託金の自社割賦は
ありえないとの批判が考えられる。対して、山本・前掲注（14）44頁は、預託金会員制ゴルフ
クラブの入会にあたって自社割賦はありえないが、クレジット契約の場面で自社割賦並みの
保護を問題とするのは思考実験に過ぎず、現実に自社割賦がありえないという議論をするの
は適切ではない、と指摘している。
（35）谷口治平他編『新版注釈民法（13）』〔潮見佳男〕（有斐閣平成8年）184頁。
（36）　大塚龍児「約款の解釈方法」〈ジュリスト増刊〉民法の争点II91頁、鈴木腺彌編『新版
注釈民法（17）』〔谷川久〕（有斐閣平成5年）276頁以下、長尾治助『約款と消費者保護の法律
問題』（三省堂1981年）246頁以下。これに対し、同準則を批判する立場も有力化している。
例えば、上田誠一郎「約款による契約の解釈」同法42巻4号49頁以下。
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レジット契約は入会契約について顧客に信用を供与するものであり、もちろん契
約書もこれを証するために作成されたはずである。本件入会契約のための預託金
の支払にあたってクレジット契約を締結した平均的な顧客の理解可能性を基準に
して、なお本件特約を判旨のように解しうるかは疑問の余地があるであろう。し
たがって反対意見のような特約の解釈も十分に成立しうるものと考える。
　このように判旨の約款解釈は上記客観的解釈の原則より疑問があるわけである
が、なお判旨の特約の解釈が可能なものであるとしても、約款文言につき二っの
合理的な解釈可能性が残ることになり、約款の解釈について疑いがある状態が生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）ずることになる。そこで、約款解釈の補充的原則である「作成者不利の原則」と
の関係が問題となる。同原則によれば、本件特約の解釈にっいて、顧客に有利な
解釈、すなわち支払拒絶事由には入会契約締結後のAの開場義務の不履行も含
まれるとの反対意見の採用した解釈が採用されるべきことになろう。しかし同原
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）則は、確かに比較法的に見て多くの国で採用されているものの、いまだ判例上採
　　　（39）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）用を見ず、また学説上もこの原則の採用に消極的な見解もある。しかし近時、こ
の原則は、私的自治の原則にもとづき当事者間で形成された契約規範を可能な限
　　　　　　　　　　　　　　（41）り尊重するものとの新たな評価を得、また実際に規定されるには至らなかったも
のの、先の消費者契約法の制定過程における国民生活審議会の中間報告において
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）同原則の採用が提案されるなど、新しい動向の中にあることもまた確かである。
（37）　同原則については、以下に挙げる文献のほかに、大塚・前掲注（36）92頁以下や潮見・前
掲注（35〉187頁以下を参照。
（38）　アメリカをはじめとする英米法圏やイタリア、オーストリアなどでは契約一般に妥当す
　る準則として、ドイツや韓国では約款における準則として、規定または適用を見ている。こ
れらの状況については、ドイツ法につき上田誠一郎「法律行為の解釈の限界と不明確条項解
釈準則（1）（2）」民商95巻1号1頁、2号41頁を、英米法につき同「「英米法における表現使
用者不利に」解釈準則（1）（2）（3）」民商100巻2号50頁、4号81頁、5号116頁を参照。
（39）　同原則につき言及する裁判例として、札幌高裁昭和45年4月20日決定下民集21巻3ニ4
号603頁（同原則を根拠に被保険者の請求を認容）や名古屋高裁昭和54年8月28日判決判時940
号24頁（同原則等を約款解釈における一つの有力な解釈原理にとどまるとして、同原則等を
根拠とする主張を退ける）などがあるのみである。
（40）例えば、谷川・前掲注（36）277頁など。これを肯定するものに、例えば石原全「約款解
釈における不明確原則」『商事法の現代的課題一喜多了祐先生退官記念論集』（中央経済社昭
和60年）29頁以下、長尾・前掲注（36）249頁以下など。
（41）上田誠一郎「契約解釈と不明確条項準則」私法55号18頁以下や同「不明確条項解釈準則
の法的構造」民商118巻6号33頁以下、山本敬三「消費者契約における契約内容の確定」別
冊NBL54消費者契約法一立法への課題89頁以下、山本豊「契約の内容規制」別冊NBL51
債権法改正の課題と方向93頁以下など。
（42）　上田・前掲注（41）「不明確条項解釈準則の法的構造」52頁以下、山本敬三・前掲注（41）
258　早法78巻1号（2002）
以上のように判旨の本件約款の解釈は少なからぬ疑問を生ぜしめるものであり、
結果的に事業者たるXの入会契約への約款の流用というミスを消費者に負担さ
せる形になったと言えなくもないであろう。では本件の具体的事情からこのよう
な結果を是認しうるのか否か。次にこの点の検討が必要になる。
　四　最判の実質的検討
　では本判決をより実質的な観点から検討するとどうなるか。いくっかの否定判
決は実質的論拠を挙げ、いくつかの肯定裁判例もこれに応接する論拠を提示して
いるが、本判決も反対意見も形式的な論拠を展開するのみである。しかしより正
確な評価をなすためには、実質的な観点からの検討も欠くことはできない。
　信販会社に対する支払拒絶の抗弁を否定した判旨の特約の解釈は以下の論拠に
よって補強されるであろう。まず①未開場のゴルフ場の会員権は低額である分投
資商品といえ、開場の判断は個々の会員においておこなうべきであるという自己
　　　　　　（43）責任の論拠がある。次に②Xの加盟店選択のミスおよび加盟店管理義務の違反
の主張に対する関係で、加盟店契約締結当時においてAの経営は順調であって、
経営が破綻したのはその後のバブル経済の崩壊という予見不可能な事情によると
いう論拠がある。さらに③Aの会員すべてによる抗弁の接続は、Xに経営上業
務上の計り知れない負担を与えるという論拠がある。
　しかしこれらの論拠には対応する反論が存在する。まず①に対しては、会員の
中にはプレーを楽しむために購入した者もいる、Yの自己責任を言うなら特約
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のを入会契約に流用したXの自己責任も問うべきであるといった反論がある。次
に②に対しては、Xの親会社はAに対して多額の貸付を行い、またAと提携し
て本件会員権の販売を促進し、Xは親会社の一員としてクレジット契約を担当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラしたという対応する事情が挙げられる。さらに③に対しては、このようなAを
加盟店として、ゴルフ場入会契約につき立替払契約を結んだXとして当然甘受
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　すべき結果であるとの見方も十分成り立ちうる。
　このように本判決を補強する論拠にはそれぞれ対応する反論が存し、いずれも
決定的なものではないといえる。またこれらの実質的論拠はあくまで判旨の論拠
を補強する副次的なものにとどまる。したがって以上の実質的な観点からの検討
によっても本判決が正当化されるには至らないと考える。
89頁以下参照。
（43）　野口・前掲注（14）73頁以下が強調する。
（44）　山本・前掲注（18）44頁。
（45）渡辺・前掲注（16）179頁。
（46）山本・前掲注（21）44頁。
民事判例研究（都筑）　259
　五　本判決の意義
　以上検討してきたところを踏まえて本判決の意義を以下にまとめてみる。本判
決は未開場のゴルフ場の入会契約にかかわる割賦購入あっせん取引について、開
場遅延を理由に支払を停止したYに対してXが立替払金の求償を求めて提起し
た一連の訴訟の初の最高裁判決である。本判決が支払停止の抗弁の接続を否定し
たことで、事案を同じくする一連の訴訟はX側の主張が入れられる形で最終的
な決着を見たことになる。
　本件争点は直接にはXY間の抗弁の接続に関する特約の解釈、つまりゴルフ
場の開場遅延というAの債務不履行が特約③に規定する支払拒絶事由にあたる
かであったが、同特約が法30条の4第1項に準じた効果を認める意義を持ってい
たことから、本特約の解釈は法30条の4第1項の解釈に帰一し、結局本判決は間
接的ながら同条に規定された抗弁の接続の要件のうちの割賦購入あっせん業者に
対抗できる事由の解釈について判断をなした初の最高裁判決ということになる。
　本判決の判旨後半部分は一見すると特約を入会契約を前提に解し先履行の論拠
を採用したかに見えるが、本判決は継続的役務提供契約である入会契約の抗弁の
接続のあっせん業者に対抗しうる事由の要件について正面から判断したものでは
なく、特約を販売契約に引きなおして解釈し、結果的に抗弁の接続を否定する結
論に至ったのである。ゆえにこの結論に至るために棚上げの論拠や多くの裁判例
が拠っていた先履行の論拠のようなあっせん業者に対抗しうる事由についての要
件を厳格に解する論理構成をあえて採用しなかったものであるともいいうる。も
し本判決がこの先履行の論拠によって否定の判断をなしていたとすれば、平成11
年改正後指定商品となったゴルフ会員権そして広くは指定権利、指定役務一般の
抗弁の接続要件たる対抗しうる事由について、代金先履行の場合を排除する非常
に限定的な解釈をとった先例になったかもしれない。役務提供契約には代金先払
いのものが多いからである。最高裁判決のこのような態度は特に改正後抗弁の接
続が認められる継続的役務提供契約におけるあっせん業者に対抗しうる事由の解
釈について一つの指針になるかもしれない。
　しかし本判決はあくまで売買契約について、対抗しうる事由の要件の解釈を行
っているものであることから、最低限本判決の意義は、役務提供者として別主体
を想定する権利の売買契約について、法30条の4第1項の与信者に対抗しうる事
由とは販売会社に対して代金の支払を拒絶しうる事由であるから、権利取得後の
役務提供主体による債務不履行は支払拒絶事由に該当しないとの判断枠組を最高
裁として初めて明らかにしたところにある。
　六　本判決の射程
　まず平成11年改正以後ゴルフ会員権が指定商品となる前の時点において、抗弁
260　早法78巻1号（2002）
の接続が問題となりうるのは、本件のように特約がある場合と信義則による場合
であり、信義則による場合を別にすれば、特約を設けていたのはこのゴルフ場に
っいてのタレジット契約だけである。加えて、本件は、販売契約を念頭において
作成された抗弁接続の特約が入会契約に流用されるという特殊な事案に関するも
のである。したがって本判決の直接の射程に入るのは基本的に今回の一連の訴訟
だけである。本判決はこのような意味で一連の訴訟の後始末的判決なのである。
　しかし、本判決の判断枠組は、ゴルフ会員権が指定商品となった後のゴルフ会
員権販売のクレジット契約にとって参考になるものと思われる。また入会契約の
事例についても間接的ながら一定の指針を与えるものと考えられ、さらに本判決
の反対意見の判断枠組はその参考に供せられるものと考える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）　ところで平成4年の会員契約適正化法により会員契約の締結の時期が原則とし
て施設完成後とされたため、本件のような未開場のゴルフ場に関する事案は減少
することが予測される。したがってゴルフ場が既に開場されている事案に対する
判決の影響如何が問われることになるが、購入後あるいは入会後の役務不提供な
どの経営会社の債務不履行と、役務提供の前提をなす開場義務の不履行の場合と
を別意に解する必要はないことから、このような場合についても本判決のもつ意
義に変化はないものと思われる。
　最後に本判決はゴルフ会員権以外の指定権利役務が問題となる事案について
も、ゴルフ会員権と同じように、会員権販売契約のような販売主体と権利取得後
の役務の提供主体とが別である権利の売買契約の場合には直接的に、同一主体で
ある入会契約のような継続的役務提供契約の場合には間接的に、参考になるもの
と、思われる。クラブとしての団体性の希薄な預託金会員制ゴルフクラブにおける
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）入会契約は、経営会社と会員との間のゴルフ場施設の継続的利用契約である。し
たがって他の継続的役務提供契約と区別する特殊性を持たない。また会員権の販
売についても、他の権利の売買と別異に扱われる必要はない。したがって本判決
の影響は、ゴルフクラブの事案に限られるわけではない。
［付記］脱稿時には上告理由を参照することはできなかった。
なお脱稿後本判決の判例評釈として以下のものに接した。山本豊「判批」ジュリ平成13
年度重判113頁以下。
（47）同法にっいては、入江浩一「ゴルフ場等の会員契約の適正化に関する法律」法律のひろ
ば45巻9号35頁以下、讃岐誠悦「ゴルフ場等会員契約適正化法の適用の現状と課題」金法
1442号64頁以下参照。
（48）服部・前掲注（19）91頁
